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三
七
五

住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
法
人
の

保
険
等
の
業
務
を
行
う
事
務

所
の
所
在
地
を
変
更
し
た
件

二
七

六

三
七
六

住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等

に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ

り
特
別
評
価
方
法
認
定
を
し

た
件

二
七

六

三
七
七

三
七
八

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指

定
す
る
件

二
八

五

三
七
九

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指

定
を
解
除
す
る
件

二
八

六

三
八
〇

国
土
交
通
大
臣
が
講
習
の
実

施
機
関
を
認
定
す
る
件

二
八

六

三
八
一

三
八
二

国
土
交
通
大
臣
が
適
性
診
断

の
実
施
機
関
を
認
定
す
る
件

二
八

六

三
八
三

船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式

承
認
等
を
し
た
件

二
八

六

三
八
四

三
八
五

船
舶
安
全
法
の
規
定
に
基
づ

き
認
定
事
業
場
と
し
て
認
定

等
を
し
た
件

二
八

七

三
八
六

土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ

き
事
業
の
認
定
を
し
た
件

二
八
68

三
五

三
八
七
e

三
九
一

高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る

件

二
八
68

三
六

三
九
二

国
土
交
通
省
所
管
の
補
助
金

等
の
交
付
に
関
す
る
事
務
の

一
部
を
地
方
運
輸
局
長
（
運

輸
監
理
部
長
を
含
む
。）
及

び
沖
縄
総
合
事
務
局
長
に
委

任
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件

二
八
68

三
七

三
九
三

軌
道
事
故
等
報
告
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
件

二
八
68

三
七

三
九
四

技
術
基
準
対
象
施
設
の
維
持

に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め

る
告
示
の
一
部
を
改
正
す
る

件

二
八
68

三
七

三
九
五

都
市
計
画
に
関
す
る
件

二
八
68

三
八

三
九
六

大
深
度
地
下
の
公
共
的
使
用

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
二

十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
く
使
用
の
認
可
の
告
示

二
八
68

三
八

三
九
七

自
動
車
の
燃
費
性
能
の
評
価

及
び
公
表
に
関
す
る
実
施
要

領
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
八
68

三
八

三
九
八

成
田
国
際
空
港
の
施
設
変
更

許
可
申
請
が
あ
っ
た
件

二
八
68

三
九

三
九
九

国
土
交
通
大
臣
が
設
置
し
、

及
び
管
理
す
る
空
港
の
使
用

料
に
関
す
る
告
示
の
一
部
を

改
正
す
る
件

二
八
68

四
〇

四
〇
〇

国
土
交
通
大
臣
が
設
置
し
、

及
び
管
理
す
る
空
港
の
使
用

料
に
関
す
る
告
示
の
特
例
に

関
す
る
告
示
の
一
部
を
改
正

す
る
件

二
八
68

四
〇

四
〇
一

航
行
援
助
施
設
利
用
料
に
関

す
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す

る
件

二
八
68

四
一

四
〇
二

航
行
援
助
施
設
利
用
料
に
関

す
る
告
示
の
特
例
に
関
す
る

告
示
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
八
68

四
一

四
〇
三

特
定
土
地
区
画
整
理
事
業
の

事
業
計
画
の
変
更
を
認
可
し

た
件

三
一

四

四
〇
四

登
録
建
築
物
調
査
機
関
の
事

業
所
の
所
在
地
を
変
更
し
た

件

三
一

五

四
〇
五

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指

定
す
る
と
と
も
に
、
直
轄
砂

防
工
事
を
施
行
す
る
件

三
一

五

四
〇
六

砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指

定
す
る
件

三
一

五

四
〇
七

船
舶
の
ト
ン
数
に
関
す
る
証

書
交
付
規
則
及
び
船
舶
安
全

管
理
認
定
書
等
交
付
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
I
Q

四
〇
八

特
定
住
宅
に
必
要
と
さ
れ
る

性
能
の
表
示
に
関
し
講
ず
べ

き
措
置
に
関
す
る
指
針
の
一

部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
J

四
〇
九

海
岸
保
全
施
設
に
関
す
る
直

轄
工
事
を
完
了
し
た
件

三
一
70

L
J
J

四
一
〇

料
金
を
徴
収
し
な
い
車
両
を

定
め
る
告
示
の
一
部
を
改
正

す
る
件

三
一
70

L
J
J

四
一
一

東
南
海
・
南
海
地
震
に
係
る

地
震
防
災
対
策
の
推
進
に
関

す
る
特
別
措
置
法
施
行
令
の

規
定
に
基
づ
き
、
避
難
地
等

に
係
る
主
務
大
臣
が
定
め
る

基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
J

四
一
二

国
の
補
助
の
特
例
の
対
象
と

な
る
津
波
避
難
対
策
緊
急
事

業
に
係
る
主
務
大
臣
の
定
め

る
基
準
を
定
め
る
件

三
一
70

L
J
J

四
一
三

平
成
十
七
年
国
土
交
通
省
告

示
第
千
六
十
三
号
の
一
部
を

改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
K

四
一
四

平
成
二
十
一
年
国
土
交
通
省

告
示
第
三
百
七
十
四
号
の
一

部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
K

四
一
五

平
成
二
十
四
年
国
土
交
通
省

告
示
第
五
百
七
号
の
一
部
を

改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
L

四
一
六

昭
和
六
十
三
年
国
土
庁
告
示

第
一
号
の
一
部
を
改
正
す
る

件

三
一
70

L
J
L

四
一
七

地
方
税
法
施
行
規
則
の
規
定

に
基
づ
き
、
国
土
交
通
大
臣

が
総
務
大
臣
と
協
議
し
て
定

め
る
書
類
を
定
め
る
件

三
一
70

L
J
L

四
一
八

第
一
種
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

発
散
建
築
材
料
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
M

四
一
九

第
三
種
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド

発
散
建
築
材
料
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
M

四
二
〇

国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣

と
協
議
し
て
定
め
る
建
設
線

を
定
め
る
件

三
一
70

L
J
M

四
二
一

国
土
交
通
大
臣
が
総
務
大
臣

と
協
議
し
て
定
め
る
建
設
線

を
定
め
る
件

三
一
70

L
J
M

四
二
二

東
京
国
際
空
港
の
飛
行
場
灯

火
に
つ
い
て
告
示
し
た
事
項

に
変
更
を
加
え
た
件

三
一
70

L
J
M

四
二
三

特
定
離
島
路
線
の
指
定
に
関

す
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す

る
件

三
一
70

L
J
N

四
二
四

平
成
二
十
五
年
国
土
交
通
省

告
示
第
三
百
三
十
六
号
の
一

部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
N

四
二
五

特
定
鉄
道
等
施
設
に
係
る
耐

震
補
強
に
関
す
る
省
令
第
二

条
の
線
区
等
を
定
め
る
告
示

の
一
部
を
改
正
す
る
件

三
一
70

L
J
N

四
二
六

ト
ン
ネ
ル
等
の
健
全
性
の
診

断
結
果
の
分
類
に
関
す
る
件

三
一
70

L
J
N

四
二
七

平
成
二
十
二
年
国
土
交
通
省

告
示
第
二
百
六
十
八
号
の
一

部
を
改
正
す
る
件

三
一
特6

N
M
O

四
二
八

住
生
活
基
本
法
第
十
二
条
の

規
定
に
基
づ
き
、
国
が
密
集

市
街
地
の
整
備
改
善
を
通
じ

た
地
域
に
お
け
る
居
住
環
境

の
維
持
及
び
向
上
を
図
る
た

め
講
ず
べ
き
施
策
を
定
め
る

件

三
一
特6

N
M
O

四
二
九

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

二
十
五
条
第
十
二
項
及
び
第

三
十
九
条
の
七
第
六
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
国
土
交
通
大

臣
が
定
め
る
基
準
を
定
め
る

件

三
一
特6

N
M
P

四
三
〇

租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一

条
第
二
十
四
項
等
の
規
定
の

適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
場

合
の
申
請
書
の
様
式
を
定
め

る
件

三
一
特6

N
M
P

四
三
一

租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
一

条
第
二
十
四
項
等
の
規
定
の

適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
場

合
要
耐
震
改
修
住
宅
が
耐
震

基
準
に
適
合
す
る
こ
と
に
つ

い
て
の
証
明
書
の
様
式
を
定

め
る
件

三
一
特6

N
N
I

四
三
二

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

四
十
二
条
の
二
の
二
第
二
項

第
三
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

家
屋
の
う
ち
居
室
、調
理
室
、

浴
室
、
便
所
そ
の
他
の
室
で

国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣

と
協
議
し
て
定
め
る
件

三
一
特6

N
N
J

四
三
三

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

四
十
二
条
の
二
の
二
第
二
項

第
四
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣

と
協
議
し
て
定
め
る
地
震
に

対
す
る
安
全
性
に
関
す
る
基

準
を
定
め
る
件

三
一
特6

N
N
J
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